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〈論 説〉

アメリカ会計基準の正統性

田 中 弘

まえが き

1日 本版金融ビッグバ ンの狙いと会計改革の役割

(1)規 制緩和の時代に会計規制が強化 されるのはなぜか

(2)規 制緩和 と自己責任の原則は両立するか

(3)接 着剤 としてのディスクロージャーは機能するか

① 会計改革のための3つ 条件

②3つ の条件への疑問

IIア メリカのお国事情に振 り回される日本の会計

(1)な ぜ,連 結会計なのか

日本の企業集団の実力を表すことができるか

(2)な ぜ,減 損会計を行 うのか

アメリカの基準は過度の減損処理 をやめさせる基準

(3)な ぜ,ス トックオプションを費用化 しないのか

SECが 追い込んだス トックオプションへの道

(4)な ぜ,株 式を時価評価するのか

株式投資をさせないための時価基準

(5)な ぜ,債 券を原価評価す るのか

アメリカには時価評価 した くてもできない事情がある

(6)な ぜ,負 債 を時価評価 しないのか

負債評価のパラドックスを解決できるか

(7)な ぜ,持 分プー リングが使えないのか

利益水増 しの秘策

あとがき

ま え が き

かつ て はエ スペ ラ ン ト語 扱 い されて い た国 際会 計基 準(lnternationalAccountingStandards:IAS.現

在の正式名称は,国 際財務報告基準(IFRS)で あるが,以 下ではIASと いう)が,に わ か に注 目 を集 め て

い る。LへSは,30年 ほ ど前 に世 界 の 主要 国の 会 計士 団体 が集 まっ て作 っ た,国 際 会 計 基 準 委 員

会(IASC:現 在は国際会計基準審議会IASB)と い う組 織 が公 表 して い る。 日本 の公 認 会 計 士 協 会 も

設立 当時 か らの メ ンバ ー一と して活 動 して きた。IASCの 目的 は,各 国 で ば らば らに設 定 され て い

る会 計基 準 を国 際 的 に調 和化 す る ため にス タ ンダー ドな基準 を公表 し,世 界 に広 め るこ とであ っ
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た。

IASは,英 語圏(英,米,カ ナダ)の 会計基準 をベース として作成 され る傾 向にあ ったが,そ れ

で もアメリカ基準ほ ど詳細 な規定 は設けていない。そ ういうこともあって,ア メリカの会計基準

設定主体(財 務会計基準審議会:FASB)はIASを 国際基準 として認知す る姿勢 を示す こ とはなかっ

た。それを見たわが国は,ア メリカが認知 しないような基準であれば国際的に通用す ることはな

い と考えて,IASを 真剣に国内基準 に取 り込むこ とは しなかった。

ところがその後,世 界の主要国において証券取引等の監督業務 を担 当 している役人たちの組織

(証券監督者国際機構:10SCO)が,「 多 国籍企業が本 国以外で行 う資金調達 の際 に作 成す る財務諸

表」の基準 としてIASを 認知する姿勢を示 し始めたのである。

10SCOは,各 国政府の証券監督官(わ が国でいえば金融庁,ア メリカなら証券取引委員会(SEC)の

役人)の 集 ま りであ るか ら,こ こがIASを 国際的に通用す る基準 として認め るとなる と,ア メリ

カ基準 はアメ リカの会社 にしか適用 されないローカル基準 になって しまう。今後 日本を初め とす

る多 くの国をベースと している会社 は,ア メリカ基準ではな く,IASに 準拠 して財務諸表 を作る

ようになるであろ う。

そ うでな くて も,世 界の資本市場 は,ア メ リカー辺倒 か ら,EU市 場 との2極 化が進行す る気

配が見えて きた。 アメリカは,そ の動 きに敏感 に対応 し,IASを 認知 する姿勢 を示 したのであ

る。

あわてたの は日本 である。それ まで,ア メリカが 認知 しない ようなIASな ら国際的に通用 す

る基準 となることもない とばか り高みの見物 を決め込んでいた大蔵省(当 時)は,あ わててIAS

を国内基準 に取 り込む ことに 「変心」 した。

絶妙の タイ ミングで,ア メ リカからは 「日本の会計基準 は国際的に通用 しないので,会 計改革

を進める ように」 といった圧力 とともに,日 本企業の英文財務諸表 を監査 した報告書の中 に,

「ここで開示 されている財務諸表は,日 本の基準で作成 された ものであ ってY必 ず しも国際的に

膚効 な もので はない」 とい う警告文(レ ジェンド)が つけ られるようになった。1999年 の ことで

ある。

2000年 には,プ ラハで 開かれたG7に おいて,日 本 に対 して異 例の勧告 が な された。そ れ

は,日 本企業の経営改革 を推進す ることであった。暗に,日 本の会計基準が国際化 していないた

めに企業経営の革新が遅れていることを指摘 したのだ といわれている。わが国における会計改革

には,こ うした背景がある。

以下,日 本における金融 ビ ッグバ ンと,そ の中で展開されてきた会計改革(会 計ビッグバン)を

紹介 しなが ら,① わが国が新たに導入 した会計のルールが,ほ とん どアメリカ基準の コピーであ

ること,② 日本基準の素 となったアメ リカ基準は同国において発生 した問題を解決するために設

定 されたものであること,つ まり,ア メリカの基準は,も ともと国際的な汎用性 とか一般的適用

性 を考えて設定 された ものではな く,同 国に固有 の問題 を解決するための ものであること,③ そ
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れを無批判 ・無検証にて 日本に輸入 した結果,わ が国で予想外の問題を引 き起 こしていること,

を明 らかに したい。換言すれば,本 稿 は,ア メリカ会計基準が会計基準 としての正統性 あるいは

汎用性 を備 えていないことを紹介 し,こ れを国際標準 と誤解 して国内化 したことがわが国の会計

改革 を混乱に陥れている最大の原因であ ることを明 らかにしたい。

1日 本版金融ビッグバンの狙いと会計改革の役割

(1)規 制緩和の時代 に会計規制が強化 され るのはなぜ か

ビ ッグバ ンとは,宇 宙大爆発の ことである。1986年 にイギ リスの証券取引所が証券制度 の大

改革 を行ったが,こ の大改革 を当時の首相 であったサ ッチ ャーが 「ビッグバ ン」 と命名 したこと

か ら,「大 きな ものごとの始 まり」 とか 「大改革」の意味で も使われるようになった。

橋本 ・元首相が わが国の金融改革 を提唱 した とき,サ ッチ ャー首相 を真似て 「金融 ビッグバ

ン」 と命名 した。 日本版金融 ビッグバ ンは,「 フェア(公 正な市場),フ リー(自 由な市場),グ ロー

バ ル(国 際的な広がりをもった市場)」 をうたい文句 に してい る。 日本の金融市場 を,「 フェアで,

フリーで,グ ローバルな市場」に しようというのである。

その金融 ビ ッグバ ンの柱 は2本 あって,1つ は 「規 制緩和」,も う1つ は 「自己責任 の原則」

であった。

以前は,預 金の利率はどこの銀行に預 けて も同 じであったが,今 では規制緩和 によって金利や

各種手数料が 自由化 されている。 また,生 命保険会社 と損害保険会社は,生 損保の兼業がそれ ま

で禁止 されていたのが,今 は 「子会社方式」 といって,親 会社が生命保険会社 で子会社が損害保

険会社,あ るいは,親 会社が損害保険を売 り,子 会社が生命保険 を販売す るのはか まわないこと

になった。

なぜ生命保険 と損害保険の兼業が禁止 されていたのか。生命保険 は,40年 とか50年 とか非常

に長い期 間を保障するもので,し か も個人が対象である。 もう一方の損害保険は,普 通 は一年契

約で,事 故が起 こった時には何十億円何兆円 とい う巨額の損失が発生する。 しか も,そ の発生 は

予測がつか ない。生命保険の場合 は,一 人当た りの契約額は5000万 円か ら1億 円 くらいであ る

か ら,一 人亡 くなって もそれほどの額ではない。 しか も,死 亡率 はかな りの確 度で予測 できる。

生命保険 と損害保険では,保 険会社 にとっての リスクが まった く違 うのである。 リスクの異 なる

保険を同 じ会社がやるのは好 ましくない とい うことか ら日本では兼業 を禁止 して きたのである。

規制緩和 によって,い までは,子 会社方式であれば,生 命保険 と損害保険を兼業 して もよい こと

にな り,現 在では,「 ニ ッセイ同和損保」 とか 「第一 ライフ損害保険」 とか 「東京海上あん しん

生命保険」 とか,生 保 と損保の会社が,そ れぞれ他の領域 の保 険子会社 を作 っている。

また,銀 行,証 券,保 険 とい う三つ の金融 の形態が あるが,従 来は,兼 業す るこ とが で きな

か った。それ を,銀 行が保険商品を扱 って もかまわないし,保 険会社が証券取引 をや って もか ま

わない というように,規 制が緩和 されて きた。また,銀 行業以外 の異業種の企業で も銀行業務 が
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で きる ようにな り,銀 行へ直接行かな くて もコンビニでお金をおろす こ ともで きるようになっ

た。そ ういう規制緩和の時代 を開いたのが橋本内閣である。金融界の規制は大幅に緩和 され,こ

の ように垣根がずいぶん低 くなった。

ところが,規 制緩和の大合唱 と大行進の中で,会 計の規制だけはむしろ強化 されてきたのであ

る。「連結財務諸表」,「時価会計」,「退職給付会計」,「税効果会計」 な どといった新 しい会計基

準が続けざまに作 られ,商 法や証券取引法の会計規定 も改正 され,会 計の規制 は強化 されるばか

りである。会計 の世界が大 きな変化 を起 こ してい ることか ら,一 部で はこれ を 「会計 ビッグバ

ン」 とも呼ばれている。

なぜ,規 制緩和の時代に,会 計 だけが規制 を強化 されるのであろ うか。 これを理解するには,

もう1つ の柱 である 「自己責任 の原則」 とはいったい何 なのか を考 えなければならない。

(2)規 制緩和 と自己責任の原則 は両立す るか

実 は,規 制緩和 と自己責任 とい う2つ の柱 は,対 象が違 う。規制を緩和 されるのは企業のほ う

で,自 己責任 を求め られ るのは投資家 とか消 費者 といった国民のほ うである。企業には規制 を緩

和 して 自由を与 えるのであるが,そ の企業 にお金 を預けた り,企 業から製品 を買 った り,企 業に

投 資 しようとす る投資家や国民には,自 己責任 を求める。

こんな話 は,ど こか騎 に落 ちないのではないだろ うか。少 し,身 近 な例 を挙 げて,規 制緩和 と

自己責任 の話 をす る。こんな話 を長 々とす るのは,現 在の金融界 ・経済界 の混乱やデフレ現象の

一因
,い や,け っこう大 きな原因が,会 計の制度改革(実 質は,会 計の制度改悪)に あるか らであ

る。

身近 な例 を使 って,「 金融 ビッグバ ン」 と 「会計 ビッグバ ン」が どの ような ものであるか を説

明す る。

都会で犬 を飼 う時 には,放 し飼いにはできない。散歩につれて出る ときは,引 き綱をつけなけ

ればならない。 これが犬 を飼 うときの規制である。規制緩和は,こ の犬 に紐 を付 けな くていい,

放 し飼いで もか まわない とす るものである。 もう1つ の,「 自己責任の原則」のほ うは,道 を歩

いている人に対 して,「 犬が放 し飼いにされているので,気 を付けて ください」「噛 まれた ら,あ

なたの責任 です よ」 といっているのである。

規制 を緩和す ることと自己責任 を問 うとい うのはそ うい うことである。犬 を飼 ってい る人 に

は,規 制緩和だか ら犬を放 し飼い して もいい といい,歩 行者 に対 しては,噛 まれたらあなたの責

任だ,自 己責任 だか ら,と いっているわけである。

金融機 関の ことを思い出して頂 きたい。従来は大蔵省や金融庁が金融機関を監督 して きたが,

現在は,金 利 は自由化 され,金 融商品は 自由に開発で きるようになった。銀行 も自由に商売がで

き,保 険会社 も自由に商品開発がで きる。契約者あるいは預金者 は,も し自分が預金 した銀行が

潰れた ら預金 した方が悪い と,自 己責任 だったんだ といわれ,ま た,保 険会社 と保険契約 を結ん
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だ ところその会社が潰れたとする。す ると 「あなたの責任です,そ んな会社 と保険契約 したか ら

です」 といわれる。 これが,橋 本元首相がは じめた規制緩和 と自己責任の世界 である。

(3)接 着剤 と してのデ ィスクロージャーは機能す るか

こんな話は,ど う考えたところで両立する話ではないが,こ れ を成立 させる接着剤 はただ一つ

しかない。それは,規 制緩和 と引 き換 えに,企 業サ イ ドの情報 開示 を強化するこ とである。企業

サイ ドには,商 品について徹底 してデ ィスクローズするこ と,企 業 内容について徹底 して会計開

示すること,い わゆる,会 計報告を徹底す ることによって しか,こ の話は両立 させ られない。

規制緩和 された銀行が,当 行 は,現 在 のところはこういう資産構成で,こ うい う財政状態 で,

現在これだけの不良債権 を抱 えているという事 を全部正直に公 開 してい るとしよう。それで もそ

の銀行 に預金 したのな ら預金者 に自己責任 を問うことが許されるであろう。保険商品を契約す る

ときに,そ の保険商品について十分 な説明を受 けて,リ スクについて十分な説明を受けて,な お

かつ,そ の会社の財政状態 とか将来性 とかに関す る説明 を受けているのであれば,万 が一その保

険会社が潰 れて契約の一部が履行 されな くなっても,契 約者 に自己責任 を問 うことがで きるであ

ろう。

会計ビックバ ンとい うのは,そ ういう意味で,橋 本元首相がいっていた金融 ビックバ ンの接着

剤だ ったのである。わが国で行われている金融 ビッグバ ンが成功す るかどうかは,そ うした意味

では,必 要な情報が,適 時に,徹 底 して公開されるか どうかにかかっているとい える。

① 会計改革のための3つ 条件

もしも,規 制緩和 と自己責任 という相反す るコンセプ トを両立 させる接着剤 として会計や会計

デ ィス クロージャーを考 える とすると,少 な くともつ ぎの3つ 条件が揃 っていない と,金 融 ビッ

クバ ンその ものが成 り立たないであろう。

一つは
,会 計改革の内容である。 わが国では,金 融 ビックバ ンの下で新 しい会計基準が続 々と

作 られて きた。その作 られた会計基準が,企 業の 「あ りのままの姿」 を映す もので なければ,契

約者や投資家は適切 な判断 を下せない。 たとえば,銀 行であれば不良債権が公表 されて も,そ の

後,金 融庁の検査が入 った りす るとず るず る増 えているが,そ れでは銀行の本当の姿はわか らな

いし,銀 行が公表す る数値 も信頼で きない。連結会計や時価会計の基準を適用す れば 日本の企業

の実態が明 らかになるのであればよいが,実 態 とかけ離れた像 を描 く基準であれば,そ の基準 を

使 って企業内容 をデ ィス クローズしても投資家や契約者 ・消費者 は誤った判断 を下す危険が大 き

く,自 己責任 を問うこ とはで きないであろう。

第二の点 は,仮 に,作 られた基準が企業 の実態 を十分に開示す るものになっている として,そ

の基準 を経営者が守ろ うとす るのか どうかである。立派 な基準ができた として も,そ れを経営者

が順守す るのでなければ基準 は画餅に終わる し,当 然に,投 資家や契約者の 自己責任 を問 うこと
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はできない。

第三の問題は,経 営者が行 う会計報告(決 算)の 妥 当性 を担保す る ものは監査であるが,契 約

者な り投資家に 自己責任 を問えるような環境 を 日本の監査が作れ るかどうかである。経営者が適

切 に情報 を開示 しているか どうかは個人の投資家や契約者 には判断できない。投資家や契約者に

代 わってプロとして会計報告の妥 当性 を判断 し,そ の内容 を広 く投資家 ・契約者 に知 らしめる必

要がある。そ うした環境 を作れないのであれば,自 己責任 を問うこともで きな くなる。

この3つ の条件が揃 って始めて,金 融 ビックバ ンの下での会計改革が成功 して,金 融 ビックバ

ンの接着剤 にな りうるのである。

②3つ 条件への疑問

では,わ が国の場合,こ の3つ の条件が揃 った状態で会計改革がすすめ られてきたのであろう

か。最初の条件 は,新 しい会計基準は企業のあ りのままの姿を映 し出すこ とであった。多 くの人

が指摘す ることであるが,日 本で導入 している新 しい基準は,ほ とんどが アメ リカ基準のコピ0

である。 アメ リカに新 しい基準がで きると,こ れは国際標準である とい う認識が広が り,ま た,

アメリカで基準がで きる と,ア メ リカで使われているのだか ら既にワクチ ンが打たれていると考

えて しまう。つ ま り,ア メリカで使ってテス ト済みだか ら,日 本に持 ってきて も風邪 にはならな

い,イ ンフルエ ンザは起 きない とい う認識が広が り,気 楽 に,よ く検証 もしないでアメリカ基準

を持ってきているのではないであろうか。

しか し,ア メリカの基準 は,ア メリカの問題 を解決するために作 られたものである。アメリカ

の基準 をコピー しただけの 日本基準で,日 本の企業の実態 というもの を表せるのであろうか。

2番 目の条件 は,経 営者の意識改革であ る。 日本の経営者 は 「今 日か ら会計改革です か ら,こ

れか らは正直 に会計報告 しま しょう」 といわれて,果 た して 「会計革命か,じ ゃあ今 日か ら正直

にや らなきゃいけないな」 と考えるか どうかである。

日本の経済 界を見ている と,こ この ところ,粉 飾や利益操作 を した り,損 失 の飛 ば しを した

り,消 費者か らの クレームを隠 した り,賞 味期限を書いたラベ ルを貼 り替 えた り,原 産地をごま

か して書 いた り,あ まり正 直な経営や会計 をして こなかったのではないかと思 われる。そんなと

きに,あ る日突然,「 金融 ビッグバ ンですか ら,あ なた方 も,今 日か ら正直 になって ください」

といわれて,果 た して,日 本の経営者がそろって心 を入れ替え,自 分に都合のいいことも悪いこ

とも正直に報告する ようになるのであろうか。

もしも,こ れか らも日本の企業が不正や ら隠 しごとを繰 り返す ようであれば,投 資大衆あるい

は国民 は情報公開による保護 を受けることがで きない。そ うなると,投 資家や消費者 に 「自己責

任」を求めることがで きな くなる。企業の会計報告が厳正に行われない限 り,今 回の金融 ビッグ

バ ンは,会 計の ところか ら崩れて しまう危険がある。

3番 目の条件 は,監 査が正常に機能す ることである。公認会計士 の仕事の中で最近注 目されて
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いるのが,ゴ ーイ ング ・コンサー ン監査である。簡単にい うと,こ の会社が この後1年 やってい

けるか どうかのチェックをして,こ の会社 は1年 以内に新 しい資金が導入 されない と重大な危機

に直面す る惧れが高い とい う危惧が生 じて きた時に,会 計士が危ない会社 については危 ない とい

うことを監査報告書に書 くことになった。つ ま り,ビ ジネス リス ク(企 業が倒産するリスク)を 表

に出す ことになった。

今 まで 日本の監査 は,企 業が倒産する リスクが潜在的に存在 していて も,そ れについては監査

報告書 に書かない とい う暗黙の了解があ った。今後はゴー イング ・コンサー ン(継 続企業)と し

てやってゆ くことに不安 はないか どうかを監査 し,破 綻 の可能性が高 くなった会社については継

続性 に疑義があるということを監査報告書に記載 して,投 資家の注意 を促す ようになった。これ

を,私 は 「会社の ガン告知」 と呼んでいる。

ところが,人 間のガン告知 と違 うのは,会 社の場合 はす ぐに健康体 に戻 ることもある。私達が

ガンになった ら,明 日治る ということはない。医者から 「あなたはガ ンです」 と宣告 された とし

て,人 間のガンの場合,い われた時にす ぐ何かの薬を飲んだらパ ッと治 るとい うことはない。 と

ころが企業 は,ど れだけ倒れそ うになっていて も,新 しい資金 を提供す る人が現れたらい とも簡

単 に健康体 を取 り戻せ る。そ こで,会 社側 はその ことを会計士 に盛 んに訴 えるのであ る。つ ま

り,新 しい資金が手に入 るか ら大丈夫 だ,年 末 までに必要な資金の手当てがつ くか ら会社 は大丈

夫だと,盛 んにいうのであるが,い ったとお りに資金手 当てがついた ら会社 は絶対破綻 しない。

会社が破綻するのは二つのタイプ,二 つの原因がある。一つ は資金がシ ョー トすること。不渡

手形 を出す ようなケースである。 日本の大企業は資金が途切 れて潰れる とい うことはまずない。

グループ内の会社が資金 の手当てをつけて くれて,な んとかなることが多 い。2003年3月 まで

に保険会社が7社,金 融機関が168機 関も破綻 したが,い ずれ も資金がシ ョー トしたわけではな

い。保 険会社 は流動性 の高い有価証券を大量 にもっている し,し か も契約者か ら保険料 とい う形

で毎 日金が入 って くるか ら,資 金が シ ョー トす ることはない。銀行 も取 り付け騒 ぎが起 きない限

り同様であ る。

それでは,な にが原因で潰 れたか というと,債 務超過である。債務超過 とい うのは要す るに,

純資産 よりも負債の方が大 きいことで,会 社 の資産を全部その負債 の返済にあてて も返 しきれな

い状態 をいう。 日本の銀行や大企業が倒産するのは,ま ず間違 いな くこの タイプである。

ところで,資 金が止 まったのは外部の人間に もわかる。たとえば,手 形が落ちなかった とか,

小切手 を振 り出 しす ぎて支払いがで きなかった場合には,銀 行取引が停止 され るので,外 部か ら

もはっき りわかる。 しか し,債 務超過 になったか どうかは,会 社 の外 にいたのではわか らない。

会社に行っても普通に営業 しているし,社 員 も給料 をもらっている し,債 務超過の会社 か どうか

は,外 部の人間にはわか らない。内部の人間で さえ分か らない こともある。

わかるのは会社の中にいる トップクラスの人間だけとい うこともある。 中にい る人間が仮の決

算 をやってい くと,年 末 までには債務超過にな りそうだとか,も う債務超過になった とい うこと
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がわかる。ふつ うは,一 年に2回 しか決算 をしないか ら,外 部の人間は,一 年に2回 しか債務超

過になったか どうかが判定で きない。 「うちの会社 はだめにな りました」 と経営者が手 を挙げて

くれない とわか らないのである。外部か らはわか らない ということは,経 営者が手を挙げない と

半年間で どれだけ腐るのかわか らない。会社 は半年 くらいで健康体が腐って しまう,そ こを公認

会計士の監査 で,で きるだけ早 目に,社 会 に警告 を発 したい。それが,ゴ ー イング ・コンサー ン

監査である。

ところで,会 計士が警告 を発 した後は,ど うなるのであろうか。あの会社 が危 ない とい うこと

を監査人が示唆す るとどうなるのかである。 もしも,監 査報告書に一言で も警告的なことを書い

た ら,証 券市場 は反応 して株価は大暴 落する。おそ らく株券は紙 くず になる。取引先 は納入 した

商品 を引 き上げて しまうであろ うし,銀 行は貸 した金 を少 しで も引 き上げる。他の取引先で売掛

金のある ところは会社の倉庫に トラ ックを横付けに して在庫 を空にす るであろう。 いわゆる取 り

付 けが起 きて,会 社 は一瞬に して空っぽになって しまう。

会計 士が一言書いた結果,そ の会社 の財産が消えるだけではな くて,た とえば,1万 人の従業

員がいた会社 であれば,1万 人の従業員が路頭 に迷 うわけであ る。従業員が!万 人な ら家族 も含

め る と3万 人 か4万 人。取 引先 もあ る わけ で あ るか ら,連 鎖倒 産 を繰 り返す と,す ぐ10万

人,20万 人が職を失い,路 頭 に迷 う。

そ ういう事態 を考 えると,会 計士にはかな り荷が重い仕事 になる。ち ょっ とした資金が手に入

れば会社 は立 ち直るにもかかわ らず,自 分が一一言いうと会社 は確実 に破綻 して しまう。 これが果

た して,会 計士の責任 でで きるのだろ うか,と 悩 むのであ る。 ゴー イ ング ・コ ンサー ン監査 に

は,こ うした重大な課題が残 されている。

以上述べ たように,わ が国の金融 ビッグバ ンが成功す るか どうかは,情 報公開に対する経営者

の意識改革 と,公 開される情報 の妥当性 と,そ うした情報 を検証す る会計監査が正常 に機能する

か どうか にかか ってい るのではないかと思 われる。

そのうち,本 稿 では,特 に一番 目の疑問に関 して,つ ま り,ア メリカの基準 をコピー して 日本

に持って きて も,果 た してそれが 日本の企業の実態 を表すのだろ うか,と い うこ とを取 り上 げ

る。

皿 アメリカのお国事情に振り回される日本の会計

(1)な ぜ9連 結会計 なのか

一一 日本の企業集 団の実力 を表す ことができるか

これ まで日本 では,個 々の企業が行 う決算が重視 され,利 益 の計算 も,配 当 も,課 税 もすべて

個別 の企業 を単位 として行われて きた。法 的な実体(企 業単位)を 計算の単位 として きたのであ

る。
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大規模 な企業の場合,単 独 で事業 を展 開するのではなく,た くさんの企業が集 まってグループ

として活動す る。た とえば,日 立製作所 は1200社 を超 える子会社 を持 って事業 を営 んでい る

し,本 田技研工業 も子会社が300社 を超 えている。こうした グループを構成する会社群の場合,

親会社(あ るいは子会社)だ けの会計数値(財 務諸表)を 入手 して も,会 社 やその グルー プの実態

をつかみ きれないことが多い。

たとえば,親 会社 の売上げが伸び悩んだ ときには,不 良在庫 を子会社 に高 く売 りつけた り,子

会社の在庫 を安 く仕入れた りして親会社の利益 を嵩上げすることも行われる。親会社の土地 を子

会社 に売ったことに して利益 を出す こともある。親会社が儲 けす ぎて社会か ら批判 されそ うにな

る と,親 会社の利益 を子会社 に付 け替えた りもする。

この ように,親 会社 の 「単独決算」 は,必 ず しもその会社 の経営実態を表 さないこ とか ら,親

子会社の業績 をひ とまとめにした財務諸表 を作 るのが よいとされる ようになった。 こうして行わ

れるのを 「連結決算」 といい,そ こで作成 されるのが連結財務諸表である。

連結決算 とい うのは,同 じ企業集団(資 本を共にするグループ)に 属する会社群の会計数値 を合

算することである。ただ し,単 純に親会社 と子会社 の数値 を合算するのではな く,グ ループ内で

の取引(内 部取引)は,取 引がなか った もの として扱 われる0た とえば,親 会社 が子会社 に製 品

を販売 したようなケースでは,子 会社がその製品をグループ外 部の者 に販売 しない限 り,販 売さ

れていない もの として処理す る。そ うすれば,親 会社が成績 をよく見せ ようとして子会社 に製品

を高 く売 りつ けても,連 結決算 では売上げか ら除外 される。連結は,こ う して親会社の決算操作

を防止するために も有効だ と考えられている。

連結財務諸表は,英 米の企業集 団を想定 して作 られる決算書である。英米の企業集団は,親 会

社が メーカーなら子会社が販売会社,孫 会社 はアフターサー ビスの会社 とい うように業務が垂直

型である。資本 も,親 会社が子会社の資本 を出 し,子 会社が孫会社 の資本 を出す とい うように垂

直型である。こうしたグループ構成 を取 る場合は,ト ップにいる親会社 がグループ全体 を直接 ・

間接 に支配するのであるか ら,企 業 グルー プの経営成績や財政状態を示すには連結財務諸表が適

しているといえる。

ところが,わ が国の場合,企 業集団は,業 務 も資本 も垂直ではなく,水 平型が多い。企業集団

の中にい くつ もの中核会社があって,そ れらが蜘蛛の巣のようなネッ トワークを構成 している。

たとえば,日 立製作所 は総合電機の トップメ0カ ーであるが,こ の会社 を親会社 として,日 立電

線,日 立金属,日 立化成,日 立建機 日立 キャピタル,日 立マ クセルな ど業種 を異 にする会社が

グループを構成 している。ここに名 を挙げた会社 はすべて証券取引所に上場 している大規模会社

であるから,株 主 も多数いる。

もちろん,英 米で も,事 業 を多角化 した会社 は多い。 しか し,子 会社 を上場 して資金 を集める

ようなことは しない。子会社 の資金が必要な ら,親 会社が証券市場 か ら調達 して子会社 に提供す

る。わが国の会社が子会社 を上場 して資金 を集めるのは,英 米流の 「資本 の論理」か らは説明が
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つかない。

わが国の企業集団の場合,業 務 も垂直型 ではない し,資 本 も垂直型ではない。多 くの企業集団

は,蜘 蛛の巣型 とかハ ニカム(蜂 の巣)構 造 とで もい うべ き構造 で,お 互いに株式 を持ちあ うこ

とをとお して結 びついている。多 くの場合,資 本の結びつ きは親子会社 ほ ど濃 くはな くて も}

「いざとなれば手 を差 し伸べあ う」暗黙 の了解がある。 こうした企業集団の場合,資 本関係 だけ

で連結 した財務諸表 を作成 して も,業 務 や資本が垂直的 に結 びついていないか ら,グ ルー プ全体

の財政状態や経営成績を適切 に表すことは期待で きない。

また,グ ループの連結財務諸表 を見せ られて も,投 資の意思決定に役 に立つ とはいいがたいと

ころがある。 なぜ なら,日 立製作所 グループの連結財務諸表 を見せ られて も,日 立 グループ とい

う株 は売っていないか らである。

日本の連結 というのは,企 業集団の中の,小 集団における親会社,子 会社,孫 会社が連結対象

になる。いわゆる英米の連結財務諸表 と日本の連結財務諸表で は,連 結 の対象が違 う。 日本で

は,本 当は企業集団 として活動 していて も,連 結財務諸表 を作 るときには,ご く一部の子会社 し

か連結に含めていないのである。英米で行 ってい る企業集団の連結 とは全然異 質な集団,い わゆ

る集団の一部分 しか連結 していない。

そうい うことか らい うと,日 本の連結財務諸表は,企 業集団の決算書 というものではな く,企

業集団のサ ブシステムの概要 とか部分像 を伝 えるための情報に過 ぎない。個別の財務諸表は定時

の株主総会で承認 を受けるが,企 業集団の株 主総会などはないので,連 結財務諸表はそうした総

会において承認 を受けることもない。親会社が作って公表するが,グ ループ内企業の株主が連結

決算 に不満 な り異議があ って も,そ れ を取 り上げる場 もない。連結財務諸表 に計上 される利益に

対 して,ど こかの株 主が配当を受 ける権利があるわけで もない。

今 までの個別決算でいい といっているわけではない。 ここでいいたい ことは,ア メ リカの基準

をその まま持 ってきて も,日 本の連結財務諸表は,企 業実態 を表 さない というこ とである。それ

では,ど うすればいいのか とい うことであ るが,参 考 になるのは,韓 国が始めた企業集団財務諸

表(結 合財務諸表)と,最 近 にお けるわが国企業の動向である。結合財務諸表は,実 物 を手 にして

いないので別の機会に紹介す る。 わが国の動 向として注 目されるのは,東 急 グループの 「系列決

算書」 と日立製作所が作成す る 「M連 結」 をは じめ とす るグループ企業群 の再分類 に よる連結

経営情報である(以 下,日 本経済新聞,2003年2月28日,「 ザ ・ディスクmジ ャー」による)。

いずれ も連結財務諸表ではとらえきれ ない 「真 のグループカ」を測るための 日本的な工夫であ

る。東京急行電鉄は398社8法 人 を擁iする東急 グループの中核会社であるが,資 本の関係 は緩や

かで,連 結財務諸表では全体 の6割 程度 しかカバー していない。そこで上場 している系列企業 の

損益や財務内容 を合算 したデー タを作成 している とい う。 これが 「系列決算書」である。

日立製作所は連結対象企業が1200社 ほどあるが,投 資や研究開発 な どの重複の無駄 を解消 し

ようとして,こ れを3つ のグルー プに細分 して,そ れぞれの連結情報 を作成す る とい うのであ
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る。3つ の グループの うち最 も核 となるのは,「M連 結」 と呼 ばれ,日 立本社 との事業の相乗効

果があ り,経 営(マ ネジメント)の 一体感が強い中核会社群 を対象 とす る。「V連 結」 は,事 業 の

関連 は薄い ものの,企 業理念(ビ ジョン)は 共有 す る企業群 を対 象 とす る。「F連結」は,財 務

(ファイナンス)の つなが りだけ と割 り切 る企業群 を対象 としている。

東急 グループや 日立 グループの動 きは,英 米の連結財務諸表では表 しきれない 日本の企業集団

の力 を測る工夫であ り,日 本型の連結財務諸表 を模索する動 きともいえる。

(2)な ぜ,減 損会計 を行 うのか

アメ リカの基準 は過度の減損処理をやめ させ る基準

最近,減 損会計のことが さかんに新 聞の記事 になっている。報道では,減 損会計が世界のあ ら

ゆるところで採用 されてお り,採 用 されていないのは日本だけの ように伝 えられている。減損会

計は,い わゆる 「世界の常識」だ とい うのである。本当にそ うであろうか。

ここでアメ リカの減損会計基準 の成 り立ちについて紹介 してお きたい。 アメリカでは,減 損に

関す る会計基準が設定 される前に,盛 んに減損会計が使われた。ほ とん どが経営者が交代 した時

期 と前年並 みの利益 を確保す ることが困難になってきた時期である。

た とえば,1期 目か ら2期 目に移 る時 に経 営者が変わ った と しよう。1期 目はA氏 が経営者

で,期 末 になってか らB氏 に交代 したとす る。B氏 に してみ る と,A氏 の時代の経営成績 を悪

くしてで も自分の時代の成績はよ くしたい。そのために,A氏 の時の成績をで きるだけ低 くなる

ように会計操作 して,自 分が経営者 になったときに 「V字 回復」 を演 出するのである。そ うした

手段 の1つ が,「 ビッグバス ・アカウンテ ィング」 といって,会 社 を大 きな風 呂の中 に入れて,

あ りとあ らゆる垢 とか,何 で もとにか く削 ぎ落 として しまうものである。つ ま り,費 用や損失 を

過大 に計上 した り,前 倒 しで計上 した りす るのである。そうして前任者の成績を悪 くして,過 大

に計上 した り前倒 しで計上 した費用 ・損失 を次期に修正 して利益 を水増 しす るのである。

そうした処理の中で もっとも効果的であったのが,減 損会計であった。 たとえば,バ ランス ・

シー トに100万 ドルと書いてある土地があったとす る。時価 も100万 ドルに近 いとす る。新 しい

経営者が,こ の土地 を30万 ドルと時価評価 して減損処理す る。70万 ドルが減損 として損失処理

される。 この70万 ドルの損失は1期 目に計上 され,損 益計算書 は赤字になるか もしれない。

この状態 で2期 目を迎 え,こ の土地 を売却す る。 もともと100万 ドルの値打 ちのある もの を

30万 ドルで評価 しているか ら,売 却すれ ば売却益が70万 ドル出て くる。 アメ リカの減損 会計

は,1期 目に損失を計上 しておいて2期 目に利益 を出す 「V字 回復」 の方法 と して使 われていた

のである。

こうした会計操作 を止めさせ るために設定 されたのが,ア メリカの減損会計基準 なのである。

日本にはこういう状況 はもともとない。今,日 本の減損会計でやろうとしていることは,も とも

と価値が減少 している,つ ま り,帳 簿価額 は100万 円 となっていて も時価 は30万 円になってい
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る もの は100万 円の まま放置せず に,30万 円まで評価損 を出そ うとい うものである。

減損会計 は,発 生 した と考 えられる損失 を認識する とい う点で保守的な経理であ り,そ れな り

に正 しいといえるが,問 題はい くつかある。1つ は,過 度の保守主義 にならないか という点であ

り,も う1つ は,対 象 とする土地や建物 の時価が客観的 に測定で きるのであれば,保 有するすべ

ての不動産の含み損益 を通算 してネッ トの損益 を認識 したほうが筋が とおるのではないか,と い

う点である。 ただし,そ うしたことをす るには有価証券の時価評価が抱 える不合理 と同 じ問題が

発生する。

最後の点 は,タ イ ミングの問題である。デフレや不況の時期 に減損会計 を導入することの是非

である。 このデ フレの時期に巨額の損失を計上す ると,さ らに,企 業経営 は悪化 して行 き,デ フ

レの足 をさらに引っ張る可能性がある。

(3)な ぜ,ス トックオプションを費用化 しないのか

SECが 追い込んだス トックオプションへの道

ス トックオプシ ョン(株 式購入選択権)は,一 定の価格で株式 を購入することがで きる権利で,

権利 を付与 された経営者や従業員がス トックオプ ションを行使 して安い価格 で株式を購入 し,高

い価格で売却 して売却益 を手 に入れる。会社 か らすると,ス トックオプションが行使 された場合

に,安 い価格で株式 を引 き渡 さなければな らない ことか ら,自 社株 の購入価額 と権利行使価格 と

の差額 は費用 となる。

この費用 をス トックオプシ ョンの付与時 に計上す る処理 と,権 利 行使 時 に計上す る処 理があ

る。 これまでアメリカでは,企 業が任意に選択で きた。エ ンロンや ワ0ル ドコムの事件 を きっか

けに,ス トックオプシ ョンを人件費 として権利付与時に計上す るこ とを義務づ ける方向で議論が

進 んでいる。

しか し,こ とは簡単ではない。ス トックオプシ ョンには,(1)経 営者に対する高額の金銭報酬

を避 ける とい う目的 と,(2)当 面の費用計上を押 さえて,利 益の嵩上げ をす る効果,(3)ア メリ

カの 「利益分配 システム」 という機能,が あるが,ス トックオプシ ョンを付与 した時に費用化す

ると(2)の 目的を達成で きな くなる上 に,経 営者報酬が公になれば(1)の 目的 も達成で きな く

なる。 ス トックオプシ ョンが,ア メ リカにおける経営者 と株主間での 「利益分配 システム」 とし

て機能 している以上,こ れに代 わる有効なシステムを開発 しない限 り,ス トックオプションをや

めるわけにゆか ない。以下,こ うした事情 を説明す る。

アメリカのス トックオプシ ョンと,日 本のス トックオプションは,そ の出所が違うので,な ぜ

アメリカでス トックオプションがか くも盛んに行われて きたのか という話 をす る。アメリカの経

営者報酬 は異常 に高い。優秀 とされる経営者は,一 生かかって も使 い切 れないほどの報酬 をわず

か1年 かそ こ らで手 にする。有能 な人が会社 の経営 をやる と,「 ビッグバ ス ・ア カウ ンテ ィン

グ」 とか 「減損処理」を使って会社の 「V字 回復」 を演出 し,急 速 に株価 を上昇 させ る。株主た
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ちは,高 率の配当金 を受け取 ってもよいし,株 価が上昇 した段階で持ち株 を売却 して売却益 を手

に して もよい。そこで株主は,株 価を上昇 させることがで きる経営者に,高 額の報酬 を払 うよう

になる。 これは,ア メ リカ企業特有の 「利益分配システム」である。会社の業績 を上げて株価 を

上昇 させた経営者 と,高 率 の配当か株式売却益 を手にす ることがで きる株 主 との問で,「儲 けの

山分け」 をするシステムとして機能 しているのである。

SECは,一 部の経営者 の報酬が 国民感情 を逆撫でする くらいあ まりに も高額過 ぎる として,

経営者報酬 を抑 えようとした。 ところが,自 由の国アメリカでは私企業 に直接 に口出 しす ること

はで きない。そこで,経 営者の報酬 を財務諸表 に書かせることに したのである。 しか しそれは,

高額 の報酬 を受 け取 る経営者 にとって都合 が悪か った。理由は2つ ある。1つ は税金で,も う1

つは,キ ッ ド・ナッピング,つ ま り子供や家族が誘拐 される危険が増す ことであった。あの社長

は年 間何十億 ドルも報酬 をもらっているなどとい うことが会社の報告書に出た とする と,強 請 ・

たか り,強 盗,空 き巣ね らいから,悪 い ときには子供が誘拐 され,夫 人が狙われる危険が増す。

経営者に してみた ら,報 酬は公開 して欲 しくないのである。

SECの 思惑 どお りに経営者の報酬 を下げた り成功報酬 を抑 えた りすれ ば,有 能 な経営者 は他

の会社 に移って しまう。有能な経営者 を残 してお くためには高額の報酬 を払 わなければな らな

い。 しか し,現 金 で払 うとなればこれをデ ィス クローズ しなければならない。そ こで,会 社 は経

営者 に自家用車や 自家用飛行機を買い与える,マ ンハ ッタンの最高級ペ ンションを与 える,別 荘

を与 える,退 職 してか らの年金をつけるな どの形で報酬 を渡そ うとした。 しか し,そ うした報酬

は金額的 にはたかが知れている。 「モノ」 で支払 うには限度がある し,経 営者 も喜 ばない。そ う

いうことで考 え出されたのが,ス トックオプションであ る。

ス トックオプシ ョンなら金額 はい くらで も出せ る。 なおかつ,ア メ リカの会計基準ではス トッ

クオプシ ョンを付与 して も費用計上 しな くて もいい。費用計上 しな くて もいい ということは,経

営者か らみたら経営者報酬 としてデ ィスクローズ されない。か くして,ほ とん どの会社 は,経 営

者報酬 をス トックオプションで払 うようになった。

それが,エ ンロンなどの 「会計不正」 を契機 にス トックオプシ ョンを巡る会計処理 が不透明か

つ不適切だ とい う批判が噴 き出 した。権利の行使時 まで費用 を計上 しないの は,「費用 の先送

り」 だというのである。 しか し,権 利を付与 した段階で費用計上することになれば,ま た経営者

は同 じ問題 に突 き当たる。費用計上 される以上は,そ の報酬額 もデ ィスクローズされるわけであ

るか ら,経 営者 は,強 盗や家族の誘拐 を心配 しなければな らな くなる。 とす る と,ま た別の手

で,つ まり,経 営者報酬がデ ィスクローズされないような受け取 り方 を考 え出さなければな らな

いであろう。

報道では,FASBは ス トックオプシ ョンを費用計上する会計基準 を準備 中で,年 内に公開草案

を策定 し,2004年 に導入す る運 びである という(日 本経済新聞,2003年3月16日)。 基準が で きれ

ば,上 に述べた(1)と(2)の,ス トックオプションのメリッ トは消滅す る。では,ス トックオ
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プ シ ョンは使 わ れ な くな るか とい えば,そ うはい か ない。(3)で 指摘 した よ うに,ス トッ クオプ

シ ョ ンの 「利益 分 配 システ ム」 と して の機 能 を代 替 す る システ ムが 開発 され ない 限 り,こ の制 度

を使 わ ざる を えない 。

(4)な ぜ,株 式を時価評価 するのか

株式投資をさせないための時価基準

わが国では,1999(平 成11)年 に,企 業 会計審議会か ら 「金融商品に係 る会計基準」が公表 さ

れて,2001年9月 か ら適用 されている。 この時価会計基準 は,そ の前年にIASC理 事会の承認 を

得 た国際会計基準(IAS)第39号 をモデルとして設定 されたものである。 さ らにsこ のLへS39号

は,ア メ リカの会計基準(FAS115号)を モデルとしている。 したがって,わ が国の時価会計基準

は,IASを 通 しているとはいえ,ア メリカ基準の コピー といって もよい。

アメ リカのFASII5号 は,実 はFASBで は作 る予定の なか った基準 であった。作 る予 定はな

かったのだけれ ど,SECに 作 る ようにいわれて作 らされた基準であ る。そ のこ とは,こ の基準

書の前文に,「 この基準は,債 務証券投 資,と りわけ金融機関が保有す る債務証券投 資の認識 と

測定に関 して,行 政当局等が表明 した懸念に応えるべ く設定 されたものである」 と,断 り書 きが

あることか らもわかる。

なぜ時価会計基準 を作 らなければな らなか ったか というと,そ の前 にS&Lの 事件があったか

らである。S&L(貯 蓄信用組合などと訳されている)は,日 本 でい うと,信 用組合,信 用金庫 の よう

な小規模の金融機関であった。事件はアメリカが規制緩和 を進めた時期 に起 きた。それ まで は金

利や投資先 につ いて強い規制があ り,特 に株式 に投資することはで きなかった。それが,規 制緩

和 によ り,金 利は自由化 され,株 式への投資 も自由化 された。

S&Lや 中小 の生保 会社 は,資 金 を大量 に集めるため に高金利の商品を販売 して,高 金 利 を支

払 うために,集 めた資金を株や ジャンクボ ン ドに投資 したのである。株 に投資 して値上が りした

らその株 を売 り,値 下が りしたらその株は売 らずにおいてお くのである。当時は原価主義の時代

であるか ら,含 み損 を抱 えた まま,バ ランス ・シ....,.トには原価 で記 載す ることがで きた。 しか

し,数 年 もす ると,S&Lが 保有す る株 式や ジャ ンクボ ン ドは含 み損 を抱 えた もの ばか りにな

り,結 局,そ れが原因で700社 ものS&Lが 破綻 した。

アメリカ政府 は,1500億 ドル(18兆 円)と い う巨額 の税金 を投入 してS&Lの 後始末 を しなけ

ればな らなか った。S&Lの 事件 は,原 価主義 を悪用 した結果であった ことか ら,SECは 時価 主

義に変えて評価損 を出さざるを得ない ようにしようとした。そうすれば,有 価証券の リスク管理

がで きないような金融機関は有価証券に投資 しな くなるであろ うと考 えたのである。 ところが,

SECは 証券取引委員会であるか ら,本 来は,証 券市場の育成 と投資家保護 を目的 とす る。 した

が って,SECが 株 を買わせ ない ようなルー ルを作 るこ とはで きない。そ こで,FASBを 動 か し

て,S&Lや 生保会社が株 を買 った時にはそれ らを時価評価 させ る基準 を作 らせ ようと したので
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ある。 しか し,FASBは,有 価証券 を時価評価する基準を作 る予定はない し,か つ,S&Lと 生保

会社だけをターゲ ッ トに した基準 を設定することはで きない と抵抗 した。

そうした事情か ら,FASll5号 は表向 き一般の事業会社 も含めて,す べ ての企業に適用 され る

ように設定 された。 しか し,ア メリカでは,一 般 の事業会社が有価証券に投資す ることはない。

なぜ アメリカの一般の事業会社 が他の会社 の株 に投 資 しないか とい う と,理 由は三つ くらいあ

る。他の会社の株 を買 うということは,株 主か ら集めたお金を他の会社 の経営者 に資金運用 を委

託す ることと同 じであ り,許 されない。 また,株 はギ ャンブル性 が強いので,右 手で本業をや り

なが ら左手でギャンブルをする というのは株主が許 さない。 もう一つは,ア メリカのROE経 営

である。ROEは 株主資本利益率で,分 母 は株 主資本(自 己資本),分 子 は当期利益 である。 この

比率 を上 げるには,で きるだけ資本 を小 さ く利益を大 きくすればよい。そこでアメリカの経営者

は,で きるだけ資本 を小 さくす るために余裕の資金がで きた ら自己株式を買い とって消却 して き

た。

いずれに しても,ア メ リカの事業会社 は他 の会社の株 には投資 しない。だか ら,FAS115号 が

設定 されても,事 業会社 には事実上適用 されない。S&Lも,現 在 では株 式へ の投資 は5%程 度

である。 したが って,ア メリカには時価会計基準はあるけれ ど,適 用 される対象 となる有価証券

はほ とん どない,だ か らこの基準は無いの と同 じなのだ といえるであろう。

国際会計基準委員会(当 時)は,こ のFAS115号 を取 り込 んで,IASの39号 を作 った。これを

作ったために,10SCOが 国際会計基準 を包括的に承認す ることになったのであ る。 ただ し,IAS

39号 は本基準で はな く,暫 定基準 として公表 された。なぜ なら,時 価 会計の基準は各国の合意

を得 られず,10SCOの いう期限に間に合 わせ て とりあえず書いた 「作 文」 にす ぎないか らで あ

る。公認会計士 としてIASの 設定に携わ って きた多摩大学の秋 山純一教授 は,「IAS39号 は,こ

の ままでは,ど この国 も使 えないこともあ りうるとい う暗黙 の了解 の下 に公表 された基準」 で

あったことを明 らかにしている。

そ うした事情 にあ るIAS39号 を国際標準 と誤解 して,そ れ をモデル として作 ったのが,日 本

版金融商品の時価会計基準 なのである。世界中が使 えない と了解 した基準 を 日本はその まま導入

して,今,そ の時価会計で証券市場は クラ ッシュ寸前,生 保会社 は債務超過 にお びえ,銀 行 は

BIS基 準不達成に悩 まされているというのが現状である。

(5)な ぜ,債 券を原価評価 するのか

アメリカには時価評価 した くてもで きない事情がある

アメリカの時価会計基準(FAS115)で は,満 期保有債券については,わ が 国 と同 じく,時 価 評

価 を求めていない。 というより,ア メ リカ基準が時価評価を求めていないことか ら,わ が国 も満

期保有債券については原価評価することにしている。

しか し,ア メリカ基準が時価評価 を求めないの は,「満期 までの間の金利変動に よる価格変動
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の リスクを認 める必要が ない」(金融商品意見書)か ら原価 のままでよいなどといった単純 な理 由

か らではない。 アメ リカ基準で も,で きるな らば債券を時価評価 したいのであるが,時 価評価で

きない事情 があ る。そ う した事情 を知 らず に,わ が国では,「 満期 まで保有す れ ば リス クは な

い」 といったこ とを理 由に原価評価 で済 ま している。それは,と んで もない誤解 であ る。債券

は,「 満期 まで保有すれば紙 くずになる」 ことだってあるのだ。

アメリカの時価会計基準が,S&Lや 中小の生保会社 をターゲ ッ トに した もので あるこ とは上

に述べ た。債 券 について満期保 有 を条件 に原価 評価 させ るの も,S&Lや 生保 会社 に事情 があ

る。

保険会社 やS&Lが 債券 を保有す るのは,負 債側であ る責任準備金 とのデュレー ション ・マ ッ

チ ングを図るためであるが,債 券が時価 評価の対象になれば,長 期の債券 を保有す ると,金 利の

変動に より保険会社の財務状態が きわめて不安定 になって しまう。資産サ イ ドを時価評価するな

ら,負 債サイ ドも時価評価 しないと,借 方 と貸方の整合性 を失 うのである。

債券の価格 と責任準備金の現在価値(将 来の債務を現在価値に割り引いた金額)は,金 利変動 に対

して同 じ方向に動 く。た とえば,金 利が上昇す ると,債 券価格が下落するが,同 時に,責 任準備

金 も高い金利 で現在価値 に割 り引 くために減少す る。つ ま り,資 産(債 券)と 負債 債 任準備金)

は,金 利変動に対 して同 じ動 きをす るのである。そこで,も し,資 産(債 券)だ けを時価 で評価

し,負 債 債 任準備金)を 原価評価の ままにす れば,借 方 と貸方のバ ラ ンスが崩れ,時 価会計 の

観点か らすれば負債が過大 または過小 に計上 されることになる。保有す る債券が 巨額 であった

り,責 任準備 金が巨額であった りする場合には,有 価証券の時価下落時には,資 産側が縮小 し負

債側が過大計上 されるために債務超過 とい う事態 も生 じうる。

アメリカの生命保 険会社が保有す る債券 は,総 資産の70%を 超 えるとい う。株式運用はせ い

ぜ い5%で ある。株式が時価評価の対象 になって も影響 は小 さいが,債 券が時価評価 されるな

らば,金 利動向によって資産側は大 き く変動す る。金利が上昇する局面では,債 券価格が大 きく

下落 し,容 易に債務超過に陥る。 アメリカの時価基準115号 が満期保有の債券 について時価評価

を求めないの は,こ うした事情 による。生保やS&Lが 債 務超過 に陥る ことを防 ぐという政治的

な 目的があ ったのである。決 して,「 満期 まで保有す る債 券には リス クがないか ら原価で評価す

る」 とい うことで はない。

なお,わ が国の生命保険会社の場合,債 券 の保有割合 は30%前 後で,ア メリカの保険会社 に

比べ ると保有割合は小 さ く,ま た,国 債への投資が大 きいことか ら,債 券 を時価評価 した として

も,ア メリカほ どの影響 は出ない。 もちろん,だ か ら債券 を時価評価すべ し,と いっているわけ

ではない。上述の ようなアメ リカの事情 もよく識 らずに,ア メ リカ基準 をコピーすることに どれ

ほ どの意味があるのかを問題 にしているのである。

(6)な ぜ,負 債 を時価評価 しないの か
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負債評価のパラ ドックスを解決で きるか

資産(債 券)だ けを時価評価す るか らこうしたこ とが起 きるのであるか ら,負 債 債 任準備金)

も時価評価すればよいではないか,と い う主張 もある。IASB(国 際会計基準審議会)も,保 険契約

にかか る責任準備金 を時価で評価す ることを提案 している。ただ し,こ うした提案 には,各 国の

保険業界か ら強い反対があった り,負 債の時価評価 自体 に 「パ ラ ドックス」があった りして,こ

とは簡単ではない。

負債 を時価評価す れば,金 利が変動 した り企業の信用度が変化 した ときに巨額 の評価差損益が

発生す る。その評価差額が,通 常の経済感覚や直感 とあわない。 これを 「負債評価のパ ラ ドック

ス」 とい う。 こうした問題 を解決 しない限 り,負 債サイ ドの時価評価 はで きない。

た とえば,会 社の信用が低 下す る と,そ の会社が発行 した社債(負 債)の 時価 が下落す る。時

価会計では,そ の評価差額 を利益 として計上す る。満期を待 って返済する よりも,価 格が下落 し

た段 階で市場か ら買 い取 れば安 く済むのである。 もしもそれが正 しい とすれば,自 分の会社の格

付 けが下がれば下がるほど,負 債の評価差益が大 き くな り,そ の会社が破綻す る寸前には,負 債

が ほとん ど利益 になるという,説 明困難な状況が生 じる。資産を時価評価 することを主張する人

は多いが,負 債 についてはほとんど誰 も発言 しない。それだけ難題なのである。

格付 けが下がるような会社は,自 社が発行 した社債 の時価が下が って も買い戻す だけの財力は

ないか もしれ ない。そこで,買 い戻せ ないような社債 を時価評価す るのは非現実的だという人 も

いる。 しか し,金 融商品基準では,所 有す る有価証券を時価評価す るか どうかを決めるとき,市

場取引の可能性(売 れるかどうか)を 無視する。売 ろうとして も売れなくて も,ほ んの一握 りの取

引で時価がわかれば時価評価するのである。資産サイ ドをそうす るのであれば,負 債 に関 して も

市場の意向 とか企業の財務力(負 債の返済能力)と 関係 な く,負 債サ イ ドも時価 評価す るべ きであ

ろ う。株式 を時価評価 するのが正 しい とい うのであれば,負 債の時価 評価 も主張す るべ きであ

る。 しか し,ア メ リカの基準 にも日本の基準 にも,IASに もそ うした首尾一貫性 はない。

(7)な ぜ,持 分プー リングが使えないの か

一 利益水増 しの秘策

アメリカで は,企 業結合の会計処理 に,持 分 プー リング法が使 えな くな り,買 収法(パ ーチャ

ス法)一 本になる。その影響で,わ が国で も,原 則 として,持 分プー リング法が使 えな くなる と

いわれている。 ここで も,ア メリカの基準が正 しく,日 本はそれに従わなければな らない といっ

た属国精神が顔 をだしている。 日本の事情 とか,い ずれの会計処理が適切か といったことはほと

ん ど問題 にされていない。

持分プーリング法 というのは,企 業規模 や資産額が対等の会社 同士が株式の交換 を とお して合

併するようなケースを想定 した会計処理で,合 併当事会社の資産 ・負債 をその帳簿価額で合併会

社に引 き継 ぎ,合 併当事会社 の利益剰余金は合併会社が承継す る。



56商 経 論 叢 第39巻 第1号(2003.6)

企業の合併 を処理す るには,も う一つ,買 収法があ る。 この方法 は,あ る企業(取 得企業)が

他 の企業(被 取得企業)の 純資産 と支配権 を,株 式の発行等 によ り獲得す る ものであ る。この方

法では,取 得 した資産 ・負債 を公正価値で計上 し,買 収の対価 として交付 した株式の時価や交付

した現金 との差額 を 「のれん」 として計上す る。被取得会社 の留保利益 は引 き継がない。

買収法 と比べて,持 分プー リングは,報 告する利益を大 き くすることがで きる。たとえばY帳

簿価額が時価 よ り低 い資産を承継すれば減価償却 費が少 な くて済む し,こ れを売却すれば売却益

が出る。 また,合 併 に際 して 「のれん」が計上 されないので,そ の償却 費を負担 しな くてよい。

もっとも大 きなメリッ トとされるのは,当 期以前の留保利益 と合併前の期 間利益 を引 き継 ぐこと

がで きることである。

アメリカの企業は,四 半期 ごとに成果 を計算 ・報告 しなければな らない。企業経営 も四半期 ご

とに何 らかの成果,グ ッド ・ニュースを報告で きるように,短 期に利益が 出せ る金融商品やデ リ

バ ティブに手を染めて きた。アメリカの企業が さかんにM&A(合 併や買収)を やるの も同 じ理 由

か らである。

内部留保の厚い会社や今年に入 ってか らの利益が大 きい会社 を合併のターゲ ッ トに して,持 分

プー リング法 を適用す るのである。 ターゲ ッ トにされた会社の 「当期利益」 は今年の利益 として

報告することがで きる。合併によって規模 が拡大するためにROE経 営や ダウンサ イジングに逆

行するが,多 くの場合,手 に入れた資産 をば らば らにして売却 しダウンサ イジ ングをはかると同

時 に,売 却益 を出 して利益 を嵩上げ してきた。

アメリカで持分 プー リング法 に批判が集 中 したのはこう した会計操 作 ・利益操作の所為で あ

る。 日本 にはそうした事情 はない。アメリカ企業が持分 プー リング法 を悪用 して利益操作 を繰 り

返 したか らといって,わ が国 までもが持分プー リングを禁止す るいわれはない。

最近,ブ ラン ドな どの無形固定資産を評価するための理論づ くりや測定手法の開発が話題 を呼

んでいるが,こ れ も持分プー リング法が使えな くなったことに一因がある。その ことを最後に書

くことにす る。

買収法で は,一ヒ述 した ように,「 のれん」が計上 される。英米 における最近の買収の ケースで

は,買 収の対価のほ とん どが 「のれん代」 というこ とも多い。かつ ては,魅 力のある有形資産を

保有する会社 を買収 した ときにのれんがついて くる というものであったが,最 近ではこれが逆転

し,の れんを買うと有形資産がついて くるとい うもの になった(田 中 弘,2001年,311,313-

315頁 参照)。

巨額ののれんが貸借対照表に計上 されるな らば,そ の後の償却費 も巨額 になる。 もしもこれま

で と同 じようにのれんを償却す るとなれば,大 型 の買収であればあるほ ど,買 収の後に計上する

償却費が巨額 にな り,場 合 よっては当期の利益 を吹 き飛 ばしかねない。

か くして,持 分プー リング法 を禁止 して買収法 を使 うことを強制すれば,の れんの償却費が邪

魔 して合併が行われな くなるおそれが高 くなる。そこでアメリカでは,の れんを償却せずに,こ
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れ を定期的に評価 して,の れんの価値 が低下 した ときには評価損 を計上す るこ とに したのであ

る。

しか し,の れん を評価す る手法は確立 されていない し,仮 にそうした手法があるとして も,買

収の対価 を決めるときに使われるわけではない。買収す る会社 か らす ると,買 収後 に巨額ののれ

ん評価損を計上す ることになれば高い買い物 をした ことにな り,経 営者の評価 にもマ イナスであ

る。そこで,の れんの大部分 を占めている無形資産,そ の中で もっとも大 きな価値があるはずの

ブラン ドの評価が注 目されるのである。 この ように,ア メリカでブラン ドの評価が注 目されて き

た背景 には,合 併の会計処理 として持分 プーリング法が禁止 され,買 収法 に一本化 され るこ とが

ある。

あとがき

日本の会計基準はいびつである。いつ も 「アメリカに恋い こがれる人た ち」が,「 アメ リカは

進んでいる」 「日本は遅れている」 とい う誤解 を下 にrア メ リカの基準 を コピーする ことに腐心

して きた。

しか し,本 稿で述べた ように,ア メリカの会計基準 はアメリカに発生 した問題を解決す るため

に作 られた,い わば 「火消 し基準」 にす ぎない。それがた また ま世界で::.,厳 しい基準 になるこ

とが,「 アメリカの基準は世界最高だ」 という評価 につ ながる。問題は逆で,ア メ リカの経営 や

会計が一番膿んでいるか らこそ,厳 しい基準 を設定 しなければな らないのである。問題を持たな

い国では,厳 しい基準 どころか基準 自体が要 らないのである。

ス トックオプションに しろ,減 損処理に しろ,持 分プー リングに しろ,問 題 はアメ リカに しか

発生 していない。それを,世 界中で発生 した問題 で,し か も,世 界 中で問題解決のためにアメリ

カ基準を導入 しているといった間違 ったメッセージが,ま ことしやかに流れ るのが 日本である。

本稿では,日 本版金融 ビッグバ ンに伴 って導入 されている会計改革が,い か にも世界標準に沿 っ

た ものであるかのように誤解 されていることを明 らか にす るために,わ が国が導入 した多 くの基

準が アメリカ基準のコピーであ り,ア メリカ基準は同国に固有の問題 を解決するために作 られた

「火消 し基準」にす ぎない ことを紹介 した。アメリカの病気 を治療す る薬 を日本に投与 して,そ

の結果,副 作用 によって国を滅ぼ しかねないのが,日 本の現状である。
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